
１　重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準は償却原価法であり、評価方法は総平均法で行っている。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

固定資産の減価償却方法は、法人税法に基づく定率法によっている。

なお、ソフトウェアについては、見込利用可能期間の５年に基づく定額法によっている。

　(3) 引当金の計上基準

② 賞与引当金及び法定福利費引当金

   職員に対する賞与の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当期に帰属する期間の支給（支出）見込額

   を計上している。

　(4) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転されると認められるもの以外のファイナンスリース取引については、通常の賃貸借処理

に係る方法に準じた会計処理によっている。

　(5) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

 (単位：円)

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　 投資有価証券 60,000,000 10,000,000 10,000,000 60,000,000

   定期預金 20,000,000 0 0 20,000,000

小    計 80,000,000 10,000,000 10,000,000 80,000,000

特定資産

   退職給付引当資産 96,705,136 12,983,076 0 109,688,212

   減価償却引当資産 13,363,364 220,415 182,600 13,401,179

   技術者養成事業引当資産 4,292,771 0 0 4,292,771

小    計 114,361,271 13,203,491 182,600 127,382,162

合    計 194,361,271 23,203,491 10,182,600 207,382,162

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

　 投資有価証券 60,000,000 (60,000,000) (0) (0)

   定期預金 20,000,000 (20,000,000) (0) (0)

小    計 80,000,000 (80,000,000) (0) (0)  

特定資産

    退職給付引当資産 109,688,212 (0) (0) (109,688,212)

    減価償却引当資産 13,401,179 (0) (13,401,179) (0)

　  技術者養成事業引当資産 4,292,771 (4,292,771) (0) (0)

小    計 127,382,162 (4,292,771) (13,401,179) (109,688,212)

合    計 207,382,162 (84,292,771) (13,401,179) (109,688,212)

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

① 退職給付引当資産

   職員の自己都合退職給付に備えるため、退職手当に関する規定に基づく算定額から、 中小企業退職金共済制度から

   支給される額を差し引いた額を計上している。



４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び残高は次のとおりである。

(単位：円)

科    目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

その他固定資産

   什器備品 7,446,181 7,114,993 331,188

   機械器具 3,152,165 2,839,361 312,804

   敷金 9,900 0 9,900

   保証金 165,550 0 165,550

   ソフトウェア 820,800 820,800 0

合　　計 11,594,596 10,775,154 819,442

５　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は次のとおりである。

(単位：円)

帳簿価格 時価 評価損益

20,000,000 19,634,000 △ 366,000

10,000,000 9,413,000 △ 587,000

20,000,000 18,084,000 △ 1,916,000

20,000,000 18,044,000 △ 1,956,000

10,000,000 9,436,000 △ 564,000

80,000,000 74,611,000 △ 5,389,000

６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。

(単位：円)

寄付金

　基本財産 熊本市上下水道局 80,000,000 0 0 80,000,000 指定正味財産

　技術者養成事業への寄付金 熊本県下水道協会 4,292,771 0 0 4,292,771 指定正味財産

寄付金合計 84,292,771 0 0 84,292,771

助成金

　水道に関する知識の普及啓発事業 熊本市上下水道局 0 18,482,000 18,482,000 0 一般正味財産

　下水道に関する知識の普及啓発事業 熊本市上下水道局 0 11,870,000 11,870,000 0 一般正味財産

　上下水道災害対応設備等研修事業 熊本市上下水道局 0 969,000 969,000 0 一般正味財産

　下水道の接続に関する啓発事業 熊本市上下水道局 0 24,001,000 24,001,000 0 一般正味財産

  給水装置診断事業 熊本市上下水道局 0 60,732,000 60,732,000 0 一般正味財産

　排水設備維持管理サポート事業 熊本市上下水道局 0 5,751,000 5,751,000 0 一般正味財産

　人権教育・啓発事業
熊本市人権啓発

市民協議会
0 25,500 25,500 0 一般正味財産

助成金合計 0 121,830,500 121,830,500 0

84,292,771 121,830,500 121,830,500 84,292,771

熊本市公債　令和7年度第2回（10年）

熊本市公債　令和元年度第1回（10年）

当期末残高

熊本市公債　令和5年度第2回（10年）

熊本市公債　令和6年度第2回（10年）

貸借対照表上
の記載区分

合　　計

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額

種類及び銘柄

熊本県公債　平成29年度第2回（10年）

合　　計


